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１．地域年金展開事業の概要
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地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援のネットワークの構築

①ポスターの貼付・チラシの配布・リーフレットの設置

②年金制度説明会（地域、関係機関、関係団体への普及・啓発活動）

③年金セミナー（教育機関への普及・啓発活動）

④出張年金相談会

⑤年金委員の活動支援

⑥地域年金事業運営調整会議 など

地方自治体
・市区役所、町村役場
・自治会
・民生委員、児童委員

教育機関
企業、商業施設 など

○地域

都道府県社会保険労務士会
全国健康保険協会都道府県支部
社会保険協会
社会保険委員会
年金協会
商工会、商工会議所 など

○関係団体

厚生労働省
・地方厚生(支)局
・都道府県労働局
・ハローワーク など

教育委員会
社会福祉協議会 など

○関係機関

地域のネットワーク

共同開催

連携
・

協力

参加

・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）

協力者

年金委員 地域年金推進員

年金制度の普及・啓発

（１）地域年金展開事業の概要
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◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料納付率の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制
度説明会』や『年金セミナー』『出張年金相談』等を実施します。

◆日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、関係者や有識者からなる『地域年金事業
運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

（２）地域年金展開事業の主な取り組み

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を行うた
め、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度説明会を実施。
市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、ポスター・
チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配付の
依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役場や大規
模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業

《取り組み内容》
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２．令和５年度事業実施結果中間報告

（令和５年4月～令和５年12月）
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計画 実績 総括及び課題

市
町
村
・
官
公
庁

〇ポスターの掲示及びリー
フレットの設置等による
周知・啓発

〇市町村広報誌等による周
知・啓発

〇年金制度説明会の開催

年金相談のインターネット予約や、ねんきんネット利用に関するポ
スターの掲示及びリーフレットの設置等を依頼し、地域住民への周
知広報を実施しました。
また、市区町村や年金委員に日本年金機構アニュアルレポートを送
付し、事業運営の状況や目標の達成状況についての報告を行いまし
た。

市区町村職員向け情報誌「かけはし」を定期的に発行し、管内市町
村へ制度改正や事務処理上の留意点等について、タイムリーな情報
提供を行いました。
（送付時期）
５月、７月、９月、１１月、１月、３月
※奇数月に発行

市町村の国民年金事務担当者（初任者、窓口）への研修を実施しま
した。
なお、11月 30日、12月1日は、九州厚生局と共催して九州管内市町
村職員への国民年金関係事務説明会を開催しました。
（両日とも内容は同じ）
実施にあたっては、昨年度同様、各年金事務所へ管内市町村職員に
参集いただき、機構のテレビ会議システムを活用し、博多年金事務
所からの発信を行いました。

○令和5年度は、各種年金制度説明会を開
催するにあたり、日頃の業務で難しいと
感じていること、疑問に思っていること
が少しでも解決できるよう、実践的な研
修を実施しました。
今後も、コロナ感染症対策を実施した上
で市町村のニーズを踏まえながら研修を
充実させてまいります。

（１）地域連携事業
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計画 実績 総括及び課題

市
町
村
・
官
公
庁

・市町村国民年金事務担当者への研修

管轄事務所 実施日 会場 対面・非対面 内容 参加人数

八代 4月20日 八代年金事務所 対面 市町村職員初任者研修 21

本渡 5月12日 本渡年金事務所 対面 市町村職員初任者研修 2

熊本東 5月18日 熊本東年金事務所 非対面 市町村職員初任者研修 20

玉名 5月19日 玉名年金事務所 対面 市町村職員初任者研修 11

熊本西 5月23日 熊本西年金事務所 非対面 市町村職員初任者研修 15

熊本東 6月8日 熊本東年金事務所 対面 国民年金事務、年金給付事務 8

八代 6月8日 八代年金事務所 対面 障害年金 13

本渡 6月13日 本渡年金事務所 対面 市町村職員初任者研修 12

熊本東 6月14日 熊本東年金事務所 対面 国民年金事務、年金給付事務 7

玉名 7月26日 玉名年金事務所 対面 国民年金事務、年金給付事務 9

熊本東 11月30日 熊本東年金事務所 対面 窓口対応の流れについて
不備返戻の多い事項について 7

熊本西 11月30日 熊本西年金事務所 対面 不備返戻の多い事項について 14

八代 11月30日 八代年金事務所 対面 不備返戻の多い事項について 9

本渡 11月30日 本渡年金事務所 対面 国民年金事務、障害年金 9

玉名 11月30日 玉名年金事務所 対面 国民年金事務、年金給付事務 5

熊本東 12月1日 熊本東年金事務所 対面 窓口対応の流れについて
不備返戻の多い事項について 7

熊本西 12月1日 熊本西年金事務所 対面 不備返戻の多い事項について 11

八代 12月1日 八代年金事務所 対面 不備返戻の多い事項について 7

本渡 12月1日 本渡年金事務所 対面 国民年金事務、障害年金 6

玉名 12月1日 玉名年金事務所 対面 国民年金事務、年金給付事務 1

計 20回 194
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計画 実績 総括及び課題

市
町
村
・
官
公
庁

〇税務署へ広報チラシの設
置依頼

・熊本市学校事務職員へ制度説明会

確定申告時の窓口混雑緩和のため、熊本県内税務署に「年金受給者
の源泉徴収票再発行手続き」及び「国民年金保険料控除証明書再発
行手続き」に関するチラシの設置依頼を行いました。(R6.1)

○年金給付（老齢・障害・遺族）について
の説明を行いました。

○今後も効果的な情報提供を行います。

関
係
機
関

〇関係団体との協力連携に
よる公的年金制度の周知等

①社会保険労務士会
・定例会議の開催

県内の関係団体と定期的な会議を開催し協力連携を図るとともに、
各種説明会で制度の説明を実施しました。

・定期的な連絡会議を開催し、制度改正や事務取扱いの変更等にか
かる情報提供を行うとともに、電子申請の推進に関する協力依頼
を行いました。

第1回（令和5年8月18日）ＴＫＰ熊本カンファレンスセンターで18
名参加 （熊本県内4支部長参加）
第2回 令和6年3月1日開催予定
・社会保険労務士会会員への制度説明

○電子申請推進や短時間労働者の適用拡大
等更なる協力連携を進めてまいります。

管轄事務所 支部等 実施日 会 場 参加人数

熊本東 熊本支部 12/12 熊本市流通情報会館 対面15名、オンライン85名

管轄事務所 実施日 会 場 対象人数

熊本西 10/23 熊本市教育センター 180名
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計画 実績 総括及び課題

関
係
機
関

②全国健康保険協会
・定例会議の開催
・若手職員合同研修
・表彰式の開催

年金委員表彰式の開催（共同開催）
熊本支部長表彰：7名

※P２０ 「令和5年度 年金委員・健康保険委員功労者表彰式」
の取り組み参照

○資格と給付は、密接な関係であるため、
お客様サービスの観点からも非常に重要
です。引き続き連携強化しながら事業推
進を図ります。

○合同研修会においては、互いの業務内容
について理解を深め視野を広げることが
でき、職員同士の交流も深めることがで
きました。今後は、人材育成も含め研修
会の内容をさらに充実させる必要があり
ます。

③社会保険協会
・広報誌へ記事を掲載し、
会員事業所への情報提
供を行う。

・社会保険協会主催の事
務講習会への講師派遣

・年6回発行される社会保険協会発行の広報誌「社会保険くまも
と」編集会議に出席し、記事提供を行いました。

・社会保険協会主催の事務講習会

○記事掲載内容を4コマ漫画にし、より分
かりやすく読みやすい記事とすることが
できました。

○社会保険協会にご協力いただき、広く公
的金制度の周知を行うことができました。
今後も可能な範囲で講師派遣を行います。

会議・研修 実施日 会 場 参加人数

第1回定例会議 4/21 TKP熊本カンファレンスセンター 14名

第２回定例会議 10/27 協会けんぽ熊本支部10階会議室 9名

職員合同研修会 11/22 協会けんぽ熊本支部10階会議室 6名

管轄 実施日 会 場 参加人数

八代 11/8 桜十字ホールやつしろ 23名

玉名 11/15 玉名市民会館 39名
熊本西 12/6 熊本県民交流館（ﾊﾟﾚｱ） 50名
本渡 1/17 天草市民センター 40名
熊本東 2/14（予定） 熊本県民交流館（ﾊﾟﾚｱ）
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計画 実績 総括及び課題

関
係
機
関

④社会保険委員会
社会保険委員会の会議に
出席し、年金制度の説明
や事業への協力依頼を行
います。

全国健康保険協会熊本支部
との共催。熊本県社会保険
委員会及び熊本県社会保険
協会の後援で年金委員功労
者表彰式を開催します。

役員会等において、制度改正やデジタル化推進の説明を行い、事業
への協力依頼を行いました。

委員会熊本支部から訪問研修依頼があり、会員事業所へ講師派遣し
制度説明を行いました。

11月10日に年金委員功労者表彰式を開催しました。
優秀社会保険委員 会長表彰 1名
※P２０ 「令和5年度 年金委員・健康保険委員 功労者表彰式」の

取り組み参照

○ 今後も社会保険委員会の会議に積極的
に参加し、情報共有を図ることで更な
る連携強化を推進してまいります。

○ 公的年金制度の周知・啓発活動を実施
するため、今後も可能な範囲で講師派
遣を行います。

事務所名 開催日 会議名

熊本東 5月18日(木) 熊本県社会保険委員会総会

八代 6月7日(水) 八代支部役員会

玉名 6月23日(金) 玉名支部役員会

熊本東 7月19日(水) 熊本支部役員会

全事務所 10月27日(金) 第54回南九州4県委員会連合会

玉名 12月1日(金) 玉名支部役員会

管轄事務所 支部等 実施日 内容 参加人数

熊本東 熊本支部 12/12 老齢年金について 10名
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計画 実績 総括及び課題

〇年金セミナーの実施に向けた
県内教育関係機関・各種学校
への協力要請

熊本県教育庁高校教育課及び義務教育課、市町村教育委員会、私学
協会等の県内教育関係機関へ、年金セミナー実施や「わたしと年
金」エッセイ募集に向けた協力要請を行いました。
また、熊本県私立中学・高等学校校長会に出席し、年金セミナー開
催の協力依頼を行いました。

5月に県内教育機関に対し年金セミナー開催依頼文書を送付するとと
もに、年金事務所から電話等により個別に勧奨（アプローチ）を行
いました。
10月に高校以上の県内教育機関へ「年金セミナー用動画（DVD）」
を送付し、動画視聴について協力要請を行いました。

9月26日熊本県教育庁特別支援教育課へ赴き、特別支援学校への年
金セミナー（障害年金制度）実施に向けた協力要請を実施しました。
10月11日県内中学・高校支援学校（24校）に対し、年金セミナー開
催依頼文書を送付しました。

各学校への勧奨（アプローチ）は、文書主
体による実施となりましたが、昨年実施校
へは年金事務所から電話等による勧奨（ア
プローチ）を実施しました。
今後は、新規実施校拡大に向け電話・訪問
による勧奨（アプローチ）にも注力してい
く必要があります。

（２）年金セミナー事業

実施日 要請機関

4月24日（月） 熊本県教育庁教育指導局高校教育課

4月24日（月） 熊本県教育庁市町村教育局義務教育課

4月24日（月） 熊本県私立中学高等学校協会

4月27日（木） 熊本市教育委員会事務局学校教育部指導課

5月30日（火） 熊本県私立中学・高等学校校長会
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計画 実績 総括及び課題

〇年金セミナーの実施 ・セミナー実施回数（4～12月）

対面によるセミナー実施のほか、非対面による年金セミナーを希望
する学校でも視聴できるよう、年金セミナー用動画（DVD）を送付
しました。
・年金セミナー用動画（DVD）送付件数（10月送付）

動画視聴のほか、オンラインによる実施も
可能な旨を、引き続き周知してまいります。

大学･短大 専門学校 高等学校 中学校 計

熊本東 1 校2回 1 校 1 校 1 校 4 校5回

熊本西 1 校 2 校 1 校 0 校 4 校

八代 1 校 1 校 1 校 0 校 3 校

本渡 0 校 2 校 2 校 0 校 4 校

玉名 1 校 0 校 0 校 0 校 1 校

合計 4 校5回 ６ 校 ５校 1 校 1６ 校17回

大学･短大 専門学校 高等学校 計

18校 47 校 78 校 143 校

DVD収録内容
○ 公的年金はみんなの強い味方

①老後の暮らしに安心を
②若い皆さんのもしもの時に安心を
③初めての国民年金

○ 年金セミナー用動画（全編再生）
（前半）国民年金ってホントに必要なの！講座
（後半）知っておきたい年金のはなし

○ ２０歳になったら国民年金
① 国民年金制度の内容やメリット編
② 保険料の納付方法編
③ 学生納付特例制度編
④ 免除・納付猶予制度編

○ 年金クイズ動画【QuizKnock塾】
①年金について日本一わかりやすく説明しようとしたらこうなった
②東大生が年金について考えてみた【QuizKnock塾】
③悪魔スガイが乱入してきて年金講座が進まない
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計画 実績 総括及び課題

【参考】年金セミナー開催校（４～12月）
管轄 実施日 区分 対象校 講師 参加人数

玉名 4月6日 大学・短大 九州看護福祉大学 機構職員 123名

熊本東 6月12日 専門学校 九州動物学院 機構職員
協会けんぽ職員 46名

熊本東 6月21日 大学・短大 熊本学園大学（15：00~） 機構職員 193名

熊本東 6月21日 大学・短大 熊本学園大学（16：30~） 機構職員 78名

熊本西 7月14日 専門学校 熊本工業専門学校（外国人） 機構職員 13名

本渡 8月17日 専門学校 天草郡市医師会附属天草准看護高等専修学校 機構職員 13名

熊本西 9月1日 専門学校 湖東カレッジ専門学校唐人町校 機構職員 23名

本渡 9月14日 専門学校 本渡看護専門学校 機構職員 36名

熊本東 10月7日 中学校 真和中学校 地域年金推進員 66名

本渡 10月19日 高等学校 天草工業高校 機構職員 148名

本渡 10月27日 高等学校 天草高校 機構職員 154名

熊本西 11月9日 大学・短大 尚絅大学短期大学部 機構職員 110名

熊本西 12月2日 高等学校 文徳高校 機構職員 22名

八代 12月8日 大学・短大 熊本高専八代キャンパス 機構職員 94名

八代 12月11日 高等学校 球磨中央高校 機構職員 100名

八代 12月15日 専門学校 人吉球磨准看護学院 機構職員 8名

熊本東 12月15日 高等学校 甲佐高校 機構職員 27名

1６校 17回 1,254名
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計画 実績 総括及び課題

〇出張年金相談の実施
（市区町村、関係機関等）

年金事務所から遠隔地となる市町村において、以下のとおり
出張年金相談を実施しました。
・出張年金相談実施回数（4～12月）

新型コロナウイルス感染症対策を実施の上、
予定どおり実施することができました。
今後も住民ニーズを踏まえつつ引き続き市
町村や関係機関と連携しながら実施してま
いります。

（３）地域相談事業

管轄事務所 開催日 会場 回数（回） 相談人数

熊本西

毎週水曜日 山鹿市役所 38 151
第二第四火曜日 菊池市役所 18 107
第三金曜日 大津町役場 9 37
第四木曜日 熊本市北区役所 9 53

熊本東

第一第三月曜日 阿蘇市一の宮保健センター 14 69
第二第四月曜日 阿蘇市農村環境改善センター 16 81
第四金曜日 高森総合センター 9 36

第一金曜日
おぐに町民センター 8 35
悠ゆう館 1 5

第一第三火曜日 宇城市役所 18 84
第一第三木曜日 宇土市福祉センター 18 83
第二金曜日 矢部保健福祉センター千寿苑 9 40

八代

毎週月曜日 人吉市役所 36 264
第一第三水曜日 錦町総合福祉センター 19 148
第二第四水曜日 多良木町多目的研修センター 19 147
第二第四木曜日 水俣市総合もやい直しセンター 17 81
第三金曜日 芦北町役場 9 48

本渡
第二木曜日 天草市役所牛深支所 9 35
第三木曜日 上天草市役所大矢野庁舎 9 36

玉名 第四火曜日 荒尾市役所 9 35
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計画 実績 総括及び課題

〇ハローワーク説明会での
国民年金手続き等の周知

熊本県内のハローワークにおいて、定期的に求職者や失業者に対
する年金制度説明会を開催しました。あわせて、国民年金保険料
免除申請にかかる相談会を開催しました。
年金制度説明会や相談会の実施による制度周知が困難なハロー
ワークについては、ハローワーク職員による制度説明や離職者へ
の資料配布、窓口へのリーフレット設置を依頼しました。

・ハローワークにおける国民年金手続き等の説明会実施回数（4～12月）

引き続き説明会実施に向けたハローワーク
への協力依頼を継続していく必要がありま
す。

管轄事務所 機構職員による
説明会実施回数

ハローワーク職員による
説明会実施回数 資料配布・ＤＶＤ視聴等

熊本東 22 0 資料配布

熊本西 0 0
八代 11 0 資料配布

本渡 0 40
玉名 0 0 資料配布・ＤＶＤ視聴

計 33 40
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計画 実績 総括及び課題

〇年金委員への情報提供 地域型年金委員へ情報誌「なごみ🌸🌸便り」を偶数月に隔月で送付し、
情報提供を行いました。

上記のほか、日本年金機構ＨＰでは、「年金委員通信ページ」を設
置し、年金委員の皆さまへの情報を発信しています。具体的には、
公的年金制度の普及・啓発活動にご協力いただく年金委員の役割を
ご紹介し、年金委員の皆さまの活動に役立つ情報を掲載しています。
［主な掲載内容］
・年金制度説明会および年金委員研修資料・関係届書
・Topicsおよび年金委員活動レポート

今後も引き続き、時期にあわせた内容をお
届けできるよう、各種情報提供につとめて
まいります。

（４）年金委員活動支援事業
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計画 実績 総括及び課題

〇年金委員研修の実施 令和5年度の全国年金委員研修会は東京参集型とＷｅｂ会議サービス
（Microsoft Teams）及び 日本年金機構のテレビ会議システムを併
用したオンライン形式により開催しました。
・全国年金委員研修（令和5年11月6日（月）14:00～16:30）

全国年金委員研修のほか、以下の研修を実施しました。

・地域における年金委員研修

年金委員の活動は、職場や地域における制
度周知・理解に欠かせないことから、各種
情報提供や研修の実施等により、今後も
しっかりとその活動をサポートしてまいり
ます。

今 年度 初め てＷｅｂ 会議 サービ ス
（Microsoft Teams）を使用しオンライン
形式による研修会を開催した結果、150名
の参加者があったため、今後も継続して開
催してまいります。

（４）年金委員活動支援事業

管轄 実施日 対象者 会場 参加人数

熊本東 8/25 職域型 コッコファーム 大・中会議室 30名

八代 8/25 職域型 つなぎ文化センター 大会議室 24名

八代 8/30 職域型 あさぎり町商工コミュニティセンターポッポー館 77名

熊本東 9/6 職域型 グランメッセ熊本 大会議室 54名

熊本東 9/12 職域型 Ｗｅｂ開催（Microsoft Teams） 150名

八代 9/13 職域型 やつしろハーモニーホール 大会議室Ａ・Ｂ 107名

玉名 9/15 職域型 玉名市文化センター 34名

熊本東 9/22 職域型 熊本県立劇場 大会議室 86名

開催方式 日時 場所 参加人数

東京参集 令和5年11月6日（月）14：00~16：30
令和5年11月7日（火）9：30~11：30 障害年金センター（東京都新宿区大久保）

2名
地域型（八 代）1名
職域型（熊本東）1名

オンライン 令和5年11月6日（月）14：00~16：30
・地域型年金委員は各年金事務所へ参集し、
日本年金機構のテレビ会議システムにより視聴

・職域型年金委員は自社（自宅）でＷｅｂ会議
サービスにより視聴

地域型19名

職域型119名
※地域型Web参加者6名
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計画 実績 総括及び課題

〇年金委員委嘱数拡大 年金委員の推薦・委嘱について、熊本県社会保険労務士会などの関
係団体、市町村、教育機関、日本年金機構のOB･OG及び事業所への
協力依頼を行いました。
結果として、昨年度末の委嘱数から、地域型については3名、職域型
については24名の委嘱拡大を図ることができました。

・熊本県における委嘱数の推移

地域型については、高齢の委員も多く、
３年間の任期満了を期に委員継続を辞退さ
れる方が今後は増えてくる可能性があるこ
とに留意する必要があります。

職域型については、独自作成したチラシを
活用した文書勧奨、地域型については文書
勧奨や電話勧奨を実施することで毎年委嘱
数を増加させることができました。
特に、令和４年10月以降は、令和6年10月
からの短時間労働者の適用拡大に向け、制
度改正の対象となる被保険者50人以上の
事業所を対象に勧奨を行ったが、今後も同
様の方針で取り組んでまいります。

（地域型年金委員）

146人

90人
128人

令和5年12月末令和2年度末 令和3年度末 令和４年度末

143人

（職域型年金委員）

2,384人
2,575人

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

2,651人

令和5年12月末

2,675人
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計画 実績 総括及び課題

〇地域型年金委員連絡会の開催 熊本県内の地域型年金委員及び年金事務所職員によって構成される
「熊本県地域型年金委員連絡会・地区連絡会」を開催し、研修や意
見交換を行いました。

令和3年度（令和4年3月17日）の設置後、
令和4年度から開催することとなりました
が、試行錯誤しながらも、定期的な開催を
軌道に乗せることができました。
今後も定期的に開催し、地域型年金委員相
互の情報共有を図り、年金委員活動を組織
的に活性化させてまいります。

実施時期 実施日 内容

上期 7/27
障害年金について
意見交換

下期 12/7
遺族年金について
意見交換

・熊本西管内の地域型年金委員

・熊本西年金事務所長

熊本西
地区連絡会

・熊本東管内の地域型年金委員

・熊本東年金事務所長及び副所長

熊本東
地区連絡会

・八代管内の地域型年金委員

・八代年金事務所長及び副所長

八代
地区連絡会

・本渡管内の地域型年金委員

・本渡年金事務所長及び副所長

本渡
地区連絡会

・玉名管内の地域型年金委員

・玉名年金事務所長及び副所長

玉名
地区連絡会

・各地区代表年金委員
・熊本県内年金事務所長及び副所長

熊本県地域型年金委員連絡会
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計画 実績 総括及び課題

〇こども絵画展の実施

〇大規模商業施設等での
出張年金相談会の実施

「わたしのかぞくのえがお」と題して熊本東年金事務所近隣の「え
がおエミィ保育園」の園児61名より絵画を提出いただき、11月の
「ねんきん月間」期間中、熊本東年金事務所１階待合室に展示しま
した。

「ねんきん月間」「年金の日」にあわせて、大型商業施設での出張
年金相談を熊本県内年金事務所で実施しました。 今年も大型商業施設での出張年金相談を実

施しましたが、当日は、予想以上に多くの
方にお越しいただき、年金記録の確認や年
金見込額の相談など、大変ご盛況いただき
ました。
来年度も、新型コロナウイルス感染症の状
況を見つつ、対策を徹底した上で実施して
まいります。

（５）「ねんきん月間（11月）」及び「年金の日（11月30日）」

実施日 開催場所 相談人数

11/22 ゆめタウンはません １４人

11/30 ゆめタウン光の森 １５人

11/30 鶴屋百貨店 １８人
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計画 実績 総括及び課題

〇年金委員表彰

中学生以上の生徒・学生・一般の方々を対象に、ご自身やご家族な
どの身近な方と公的年金制度とのかかわり ＝「わたしと年金」を
テーマとしたエッセイの募集を行いました。

※令和5年度の入賞作品について、参考資料【別冊】「わたしと年金」エッセイ
入賞作品集でご紹介しておりますので、ぜひご一読下さい。

全国健康保険協会との共催により、
「令和5年度 年金委員・健康保険委員功労者表彰式」を開催しま
した。

日時：令和5年11月10日（金）14時～15時
場所：KKRホテル熊本 ２階 城彩の間

（年金委員表彰者数）
厚生労働大臣表彰２名
日本年金機構理事長表彰 3名
日本年金機構理事表彰 8名

記念公演：「TSMCの進出に伴う熊本県の取組みについて」
講 師：熊本県商工労働部産業振興局

企業立地課半導体立地支援室課長補佐

全国の応募総数は1,609件でしたが、残念
ながら熊本県内の学校からの応募はありま
せんでした。
次回は、新型コロナウイルス感染症の状況
を見つつ、学校訪問による協力要請、県立
高校や小中学校の校長会への協力要請等も
検討いたします。
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計画 実績 総括及び課題

〇地域年金事業運営調整会議
の開催（年２回）

委員の皆様の貴重なご意見をしっかりと事
業に活かせるよう、引き続き取り組んでま
いります。

（６）地域年金事業運営調整会議

会議 実施日 主な議題
令和5年度
第１回 7/25 令和4年度事業実施結果の報告

令和5年度事業計画

令和5年度
第２回 2/26 令和5年度事業実施結果中間報告

令和6年度事業計画（案）

ご意見 対応

1

教育機関での年金セミナーが多数開催される中で、障害年金について周知されて
いない。「特別支援学校」で障害年金の受給を見据えたセミナーを是非お願いし
たい。

9月26日熊本県教育庁特別支援教育課へ赴き、特別支援学校への年金セミナー（障害
年金制度）実施に向けた協力要請を行いました。

10月11日県内中学・高校支援学校（24校）に対し、年金セミナー開催依頼文書を送
付しました。

実施または実施予定含め8校の申し込みがありました。（詳細は下記のとおり）

今後も実施拡大に向け要請を継続してまいります。

【前回会議でのご意見と対応状況】

管轄 実施年度
実施年月日
（予定含む）

主として行う教育 学校名

熊本東 5年度 6.1.23 知的障がい者に対する教育 熊本はばたき高等支援学校

熊本西 5年度 6.2.2 知的障がい者に対する教育 大津支援学校

熊本西 5年度 6.2.15 知的障がい者に対する教育 熊本支援学校

熊本東 6年度 6.5.2 知的障がい者に対する教育 小国支援学校

八代 6年度 6.6.13 知的障がい者に対する教育 八代支援学校

熊本西 6年度 6.7.25 病弱者に対する教育 黒石原支援学校

熊本東 6年度 6.8.5 肢体不自由者及び病弱に対す
る教育 松橋東支援学校

熊本東 6年度 6.9.20 聴覚障がい者に対する教育 熊本聾学校
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３．令和６年度事業計画（案）
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（１）地域連携事業
正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等の情報等を地域において周知することは、地域年金展開事業の核と
なる重要な取り組みであるため、市町村、自治会、事業所、関係団体（年金協会、社会保険労務士会、社会保険
委員会、社会保険協会等）等と連携し、地域に根付いた情報提供活動を積極的に実施する。

１．チラシ・ポスター等の配布及び掲示
・地域住民の身近な窓口である市役所や町役場を中心に、関係機関や関係団体の窓口にポスターや
リーフレットを設置。

・地域住民や会員の情報収集ツールである市報や会報等に年金制度や出張年金相談に関する記事を掲載。
・市区町村担当職員向け情報誌「かけはし」を配布。

２．年金制度説明会
・自治体等関係機関（団体）との協力連携を図り、感染防止対策を徹底したうえで年金制度説明会を実施。

３．地域年金事業運営調整会議の参画機関等との連携による周知・啓発

４．関係団体との協力連携による公的年金制度の周知等
・自治会、町内会、民生委員会議等を通じての公的年金制度の周知・啓発活動を実施。

・関係団体の職（会）員への研修やシニアプラン説明会等を実施し、協力・連携体制を強化。
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（２）年金セミナー事業
学生・生徒等の若年層に対して、年金制度の正しい知識や手続きを理解していただくこと、また、年金制度が身近で重
要なものであることを学んでいただくための地域年金展開事業の核となる重要な取り組みであるため、更なる拡充に向
けて積極的に取り組む。
また、引き続き若手職員を中心とした講師の育成を進めるとともに、受講者に応じた教材の見直しを進め、更なる充実
を図る。

１．年金セミナー実施に向けたアプローチ
・職員が大学・専門学校・高校等に出向き、年金セミナーの実施や「わたしと年金」エッセイ募集の要請を
積極的に行う。

・県教育委員会や県立・私立高等学校校長会等に対し、学校現場での年金セミナー実施や「わたしと年金」エッセイ
募集に関する通知の発出等の協力依頼を行う。

２．年金セミナーの実施及び充実化
・地域年金推進員を委嘱・活用し、次世代を担う生徒に対し、公的年金制度の仕組みや基本理念、正しい理解の普及
を推進するため、個別学校訪問形式による年金セミナーを開催する。

・年金セミナー実施後のアンケート結果や先生方のご意見等及び学校側からの要請に基づき、実施形式を
工夫する。（実施にあたり、教材やワークショップ形式等開催形式を工夫。）

・県内各年金事務所の年金セミナーＰＴ（プロジェクトチーム）を中心に、講師養成等によりセミナーの充実化を図
る。
・大学で実施した場合、可能な限り学生納付特例申請書の受付を行う。

３．大学や専門学校の窓口へのリーフレット等の設置
学生の身近な窓口である大学や専門学校の窓口に学生納付特例制度等のポスター・リーフレットを設置する。
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（３）地域相談事業
各年金事務所が主体となり、市役所・町村役場、自治会、大学、事業所、ハローワーク、商業施設等において
出張年金相談（学生納付特例申請窓口、免除申請窓口含む）を実施する。

１．自治体（市町村）
年金事務所より遠隔地の市町村に赴き、年金制度説明会や出張年金相談を実施。

２．労働局関係等（ハローワーク）
ハローワークの雇用保険受給者説明会で国民年金手続き等の周知を実施。

３．企業・団体等
事業所等に赴き、年金制度説明会を実施。

４．民間施設等（公共施設並びに商業施設）
ねんきん月間、年金の日（11月30日）における大規模商業施設での年金相談会を実施。

５．教育機関等（大学、専門学校）
大学等に赴き、主に学生納付特例制度にかかる相談・受付窓口を開設。

６．社会福祉施設等（養護学校、養護施設）
養護学校や養護施設等に赴き、職員や保護者に対し障害年金等を含めた年金制度説明会を実施。

７．街角の年金相談センター熊本（オフィス）の周知

25



（４）年金委員活動の活性化・委嘱拡大
年金委員活動の活性化とその委嘱拡大を最重要課題と位置づけ、定期連絡会や年金委員研修等による情報発信
の充実を図り、年金委員の活動に必要な情報提供を十分に行うとともに、関係団体等への働きかけを強化し、
その委嘱拡大に努める。

１．定期的な研修会・意見交換会の実施

・厚生労働省大臣官房年金管理審議官通知に基づき、制度改正事項、重点協力依頼事項を中心とした研修
及び意見交換会を実施する。

・地域型年金委員連絡会を半期に１回開催し、地域型年金委員の組織的活動の活性化を図る。

２．年金委員への情報提供及び制度周知等への協力依頼
・「年金委員活動の手引き」や「なごみ便り」（地域型のみ）を送付し活動を支援する。
・啓発資料（「アニュアルレポート」「退職後の年金手続きガイド」等）を送付するなど、積極的に
情報提供を行う。

・日本年金機構ホームページ（年金委員のページ）を充実させる。（本部）
・職域型年金委員による企業内での制度周知を依頼する。
・地域型年金委員による地域住民へのチラシ配布等による制度周知と情報提供を依頼する。

３．委嘱数拡大に向けた取り組み
・関係団体との連携・協力により事業所への研修会での年金制度説明とあわせて年金委員制度の周知を図る。
・年金委員未設置事業所（特に被保険者50名以上の事業所）へ推薦依頼文書を送付し、職域型年金委員の委
嘱拡大を図る。

・関係機関との連携・協力により地域型年金委員の委嘱拡大を図る。 26



（５）「ねんきん月間」及び「年金の日」における取り組み

（６）地域年金事業運営調整会議

11月の「ねんきん月間」や11月30日（いいみらい）の「年金の日」において、各年金事務所が創意工夫し、
公的年金制度の普及・啓発活動及び国民年金保険料収納対策を積極的に実施する。
１．年金委員功労者表彰式の開催
２．各年金事務所における公的年金制度の普及・啓発活動の実施
公的年金制度の普及・啓発活動とあわせて「ねんきんネット」等の普及を促進する。

３．大型商業施設での年金相談

４．「わたしと年金」エッセイ募集
年金制度の意義や公的年金制度と国民の結びつきなどについて考えていただくため、自身や、家族等の
身近な方と公的年金制度との関わりについてエッセイを募集する。

地域、教育、企業の中で公的年金制度に対する理解をより深め、世代・年齢、地域・職域を超えた社会連帯を
図ることを目的に、有識者や関係機関、関係団体等の民間委員から構成される「地域年金事業運営調整会議」
を開催し、地域に密着した公的年金制度の周知方法や納付率向上策等について意見交換を行う。
１．開催予定時期

令和6年8月及び令和7年２月（年２回）
２．主な議事

令和6年８月 令和5年度事業実施結果報告、令和5年度事業計画
令和7年２月 令和5年度事業実施結果中間報告（4～12月）、令和7年度事業計画（案）
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４．参考資料
（１）熊本県の国民年金・厚生年金保険の状況

（２）各年金事務所の国民年金被保険者数及び納付状況

（３）「わたしと年金」エッセイ 入賞作品集（令和5年度）【別冊】
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（１）加入・納付の状況（令和4年度）

（２）受給の状況（令和５年３月末現在）

（１）熊本県の国民年金・厚生年金保険の状況

区分 適用事業所数 被保険者数 収納率

厚生年金保険 35,255事業所 416,433人 98.06％

区分
被保険者数 納付率

（※1）
免除率
（※2）第１号 （再掲：任意加入） 第３号

国民年金 183,467人 1,827（人） 78,222人 74.71% 40.16%

年金の種類 受給権者数 受給年金額合計

国
民
年
金

老齢給付 535,910人 358,921,042千円
障害給付 42,582人 36,615,422千円

遺族給付 3,468人 2,535,548千円

合 計 581,960人 398,072,012千円

厚
生
年
金
保
険

老齢給付 452,087人 225,304,449千円

障害給付 11,730人 7,375,384千円

遺族給付 77,570人 57,639,484千円

合 計 541,387人 290,319,317千円

（※1）納付率とは…
「納付すべき被保険者」が有する「納付すべき月数」のうち、
「納付された月数」の割合

（※2）免除率とは…
第1号被保険者のうち、「学生納付特例者・納付猶予者・全額
免除者」の割合
（④＋⑤＋⑥）÷（②＋③＋④＋⑤＋⑥）

①
任
意
加
入
者

第1号被保険者

②
そ
の
他

③
一
部
免
除
者

④
学
生
納
付

特
例
者

⑤
納
付
猶
予
者

⑥
全
額
免
除
者

納付すべき被保険者

※受給権者数については、国民年金と厚生年金保険で一部重複しています。
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（２）各年金事務所の国民年金被保険者数及び納付状況

事務所 第１号 第３号 計
（再掲：任意加入）

全国 14,047,188 198,203 7,211,605 21,258,793

九州 1,591,674 16,862 725,257 2,316,931

熊本県 183,467人 1,827人 78,222人 261,689人

熊本東 24,974 177 9,346 34,320

熊本西 106,464 1,183 51,904 158,368

八代 26,055 211 8,271 34,326

本渡 10,290 101 2,855 13,145

玉名 15,684 155 5,846 21,530

事務所 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

全国 69.25% 71.49% 73.90% 76.07%

九州 66.09% 68.78% 71.31% 73.51%

熊本県 68.80% 70.87% 73.06% 74.71%

熊本東 69.78% 71.93% 73.47% 75.96%

熊本西 66.03% 68.34% 70.56% 72.07%

八代 71.81% 73.53% 76.63% 78.23%

本渡 77.93% 79.97% 82.02% 83.10%

玉名 73.85% 74.97% 76.98% 78.94%

（１）国民年金被保険者数（令和5年３月末）

（２）国民年金保険料現年度納付率
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